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会計

事務事業評価シート 

26年度 27年度

0

9

主な事業

国土強靱化地域計画

新市建設計画

定住自立圏構想

平成 27 年度事後評価・決算

施策

体系

予算

科目

介護予防の推進

高齢者福祉課 担当班 高齢者班

事

業

種

別

介護

所管課

1 2

介護保険法115条の46第1項

234 介護予防普及啓発事業

5

Ｈ２８年度

（今年度新たに取り組

む事項について記載）

内容

・健康教育のテーマを「運動器の機能向上」とし、

自宅でできる健康体操をすすめていく。

・受講者に対し、介護予防に関する取り組みについ

てのアンケートを実施し、評価を行う。

今

後

の

方

向

性

平成29年度

平成29年度は「運動」をテーマに介護予防教室を実施。また対象者の

ニーズを確認しながら、内容を検討していく。介護予防に関する知識

の普及と生活の中で実践可能な体操などをすすめていく。

出前講座等の依頼により、「認知症予防」をテーマに講話と健康

体操を実施。また、地域の高齢者が主体的に介護予防に取り

組めるよう、地域における活動の担い手を育成するため、介護

予防サポーター養成講座（初級編）を5回１コースで開催。(※介護

予防サポーター養成講座は平成28年度以降は地域介護予防活動支援事業へ移行)

健康教育実施回数

(2)

全ての高齢者

正しい介護予防の知識をもち、健康づくりを通して、要介護状態の防

止、または要介護状態の軽減・悪化を防ぐことができる。

成果向上余地

％

27

2229 2

73

② 事務事業の内容　※何をどのようにする事務事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

高齢期の健康づくりを推進していくために、65歳以上の全ての高齢者を対象に、介護予防教室において講話や健康体操の実施、パンフレットの配布

等を通して、介護予防に関する基本的な知識を普及する。主に出前講座の依頼を受け、地区集会施設等において、運動器の機能向上・低栄養の改

善・口腔機能の向上・閉じこもり予防・認知症予防等の介護予防教室を開催。

平成18年、介護保険制度の地域支援事業における、介

護予防事業創設に伴い、全ての高齢者を対象とする、1

次予防事業として事業開始となった。

・28年度から総合事業の一般介護予防事業に位置づけ。

・課題は知識の普及にとどまり、生活習慣の改善など行動変容ま

では結びつきにくいことから、今後は高齢者自らが主体的に介護

予防及び健康づくりを推進できるような取り組みが必要。

出前講座を通して、参加者より介護予防の必要性を感じるこ

とができた等の声がある。

平成

① 事務事業の期間

0 0 0

0

主要事業

千円

介護予防普及啓発事業

施策の展開 51

施策の展開

高齢者福祉の充実

（決算） （決算） （決算）

④事務事業に関する課題・環境の変化 ⑤事務事業に対する住民からの意見等

28年度

（決算）

0

（予算）

単位

24年度 25年度

③事務事業開始の経緯・事務事業の現状

10177

基本施策 根拠法令

戦略事業

戦略事業

コ

ー

ド

事務事業名

項 目款74000

0

事

業

費

費

目

内

訳

報償金 千円

2.消耗品費 73 消耗品費 千円

国庫支出金 千円

1.報償金 0

消耗品代

千円

37 65

千円

1.国庫支出金 18

5

16 19

15 32

財

源

4.その他 30 その他 千円

0

3.地方債    0 地方債    千円

2.都道府県支出金 9

単位 （実績） （実績） （実績） （実績） （計画）

28年度25年度 26年度

ア 17 29 18 20

24年度

25年度 26年度

未把握

事業費計  （A） 千円 37

860 1,099

18 25

40

24

12

65 77

9

73 101

一般財源 千円 8 14

30

16 16

27

10

24年度

（実績）

未把握 未把握

⑦⑧

⑨

ア

イ

健康教育の受講を通して、介護予防に取り

組みたいと思った者の割合

④ 成果指標名

未把握 70.0

施

策

貢

献

度

（実績）

健康教育受講者数 733

②

成果指標

のタイプ

数値増＝成果向上

数値増＝成果向上

ア

イ

成

果

動

向

比

較

249

70.0

26年度② 成果の状況

【コメント】

（停滞・実施困難の場

合、その理由）

②

③

28計画

27年度

小さい

単位

コスト比率

かなり

ある

ある程

度ある

ほとん

どない

800

下位

1/3

中位

1/3

上位

1/3

最大 3819

都道府県支出金 千円 8

27年度

（実績） （計画）

551

延べ

前年度

増減理由

目

的

② 対象・意図（対象がどのような状態になるのか）

25年度 26年度 27年度

2

回 23

（実績）

➚

➚

成

果

優

先

度

評

価

結

果

①

手

段

① 主な活動

未把握 未把握 未把握

③ 活動指標名

イ

【コメント】

（低下の場合、その理

由）

未把握

0

大きい

従事職員数 常時 1

健康教育受講者の減少

27年度実績（27年度に行った主な活動）

人

評

価

内

容

③ 今年度取組事項

127 239

24年度

23年度

27年度 28年度

普通

△ 548

24年度 25年度

① 進捗状況

④⑤

⑥

出前講座の依頼が減少したため。
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